
青少年の雇用機会の確保等に関して
事業主が適切に対処するための指針（抜粋）

（平成19年厚生労働省告示第275号） ※平成19年10月1日施行

第二 事業主が青少年の募集及び採用に当たって講ずべき措置
事業主は、青少年の募集及び採用に当たり、就業等を通じて培われた能力や経験について、

過去の就業形態や離職状況、学校等の卒業時期等にとらわれることなく、人物本位による正当な
評価を行うべく、次に掲げる措置を講ずるように努めること。

二 意欲や能力を有する青少年に応募の機会を広く提供する観点から、学校等の卒業者についても、
学校等の新規卒業予定者の採用枠に応募できるような募集条件を設定すること。当該条件の設
定に当たっては、学校等の卒業者が学校等の卒業後少なくとも３年間は応募できるものとするこ
と。 【下線部を平成22年11月15日に追加】
また、学校等の新規卒業予定者等を募集するに当たっては、できる限り年齢の上限を設けない

ようにするとともに、上限を設ける場合には、青少年が広く応募することができるよう検討すること。

第七条 事業主は、青少年が将来の産業及び社会を担う者であることにかんがみ、その有する能力を正当に評

価するための募集及び採用の方法の改善その他の雇用管理の改善並びに実践的な職業能力の開発及び向上
を図るために必要な措置を講ずることにより、その雇用機会の確保等が図られるように努めなければならない。

第九条 厚生労働大臣は、前二条に定める事項に関し、事業主が適切に対処するために必要な指針を定め、こ
れを公表するものとする。

【根拠法令】 雇用対策法（抜粋）（昭和41年法律第132号）

雇用対策法とは、労働者が自らの能力を有効に発揮し、その雇用の安定が図られるよう、国が講ずる雇用に関
しての必要な施策等を規定しているもの
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